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日本の農業においては家族農業が多くを占めており、農家世帯員の労働力は農業におけ

る生産活動にとって重要な役割を果たしている。特に中山間地域では、地理的条件や人口構

成の変化が農業従事の意思決定に構造的制約を与えることが考えられる。本研究では農家

世帯における家族労働供給行動の決定要因を、2023 年に兵庫県養父市で行った農家アンケ

ート調査のデータを用いて計量的に明らかにする。兵庫県養父市は典型的な中山間地域で

あり人口減少と高齢化に直面しているなど、中山間地域における農業従事の状況を明らか

にするうえで適切である。また本研究で用いたアンケート調査は販売農家だけでなく自給

的農家からも多く回答を得ており、本研究の目的である農業における家族労働供給行動の

決定要因を明らかにするうえで望ましいデータである。 

被説明変数には農家世帯員の農業従事者数、農業従事日数を用い、農業従事者数には順序

プロビットモデルと OLS、農業従事日数には OLSをそれぞれ用いて分析を行う。説明変数

には三世代同居ダミーや農外労働従事者数等の農家世帯内の要因、地域の人口構成等の農

家世帯外の要因も考慮した。アンケート調査では農家が所属する地域自治組織が判別可能

であり、さらに国勢調査等では各地域自治組織レベルの地域人口指標を得る事が可能であ

る。この地域自治組織は実際の生活圏をもとに設定されている。農業における家族労働供給

行動では農家が実際に直面する経済や雇用状況も重視されるため、農家が日常的に直面す

る地域内の情報も考慮できる事は農家の家族労働供給行動の実証としては適切である。 

分析の結果、まず農家世帯の三世代同居の状況が農業従事日数、農業従事者数を有意に増

加させる事が分かった。また農業従事者数に対しては農外労働従事者数も正に有意な結果

である。これは家族が農業・農外労働・家事を分担することで、農家世帯の家族労働供給が

増加する事を示唆している。また地域データに関しては当期のデータとして 2020 年国勢調

査、過去のラグ変数として 2015年国勢調査のデータも得て分析をしたが、特に生産年齢人

口比率は農業従事日数、農業従事者数共に負に有意な結果であり、農業従事日数は当期だけ

でなく過去のラグ変数も負に有意であった。生産年齢人口比率は地域の外部労働市場の厚

みや農業外の就業機会を示す変数として用いており、外部で就業しやすくなることで農家

の家族労働供給が外部労働に代替している事を意味する。この結果は本研究の仮説とも整

合的であり、また部分的ではあるが農家が当期だけでなく将来の外部雇用機会を予測し、家

族労働配分を決定している可能性を示唆していると考えられる。 


